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1 フランス野菜作の動向と栽培方式

1960～70年代のフランスにおける野菜生産は概 して停滞

的であり,農業総生産額に占める割合も60/64年 平均80
%か ら75/79年 平均65%へ低下している。ただこのなか

で,品 目の交替も著しく,果菜類・サヤマメ類 レタス・

カリフラワーなどカツ申びている。その結果,産出額の第 1,

2位はサラダ菜 (レ タスを含む)と トマトであり,両者が

総産出額のほぼ 1/44占 めている (79年 )。

フランスの野菜作は厳 しい国際競争下にある。例えば輸

入品目の最大は トマトであって,79年 には598百 万フラン

の輸入超過である。相手国はモロッコ,ス ペインが主であ

るが,特に後者の伸びは南仏の野菜作にとって一大脅威と

なっている。また,サ ラダ菜は西 ドイツなどに輸出されて

いるが (79年 出超額118百万フラン),こ れもオランダや
ベルギーの進出にあい,販路は不安定である。

ところで,フ ランスの野菜作は栽培方式から,大きく①

耕地 (terr“ labOurables)の 輪作のなかに野菜の組み

こまれる年 1作型の「露地栽培 (culture de plein

champ)J,②比較的小面積の野菜専用圃場における集約栽

培一―年 2作以上が多い一― としての「マレシャージュ

(maraichage)Jの 二つに分けられる。70年以降,面積の上

では露地栽培は増加 (70年 1685千滋―-79年 1960千 滋 ),

マレシャニジュは減少傾向にある (同期間455千滋―→413

千滋)。 しかし,生産量からは,マ ンシャージュは160万 ′

水準を確保 してきていることが注目される。これは栽培の

集約化,と りわけ施設化――対象はキュウリ,レタス, ト
マトが主である一―によるところ力状 きい。また,フ ラン

スにあっても,野菜作の地域的集中と栽培方式の特化には

著しいものがある:概 して北フランスでは露地栽培が多く,

南仏になるとマンシャージュの位置が高まる。特に南仏で

は,近年,プ ラスチックハウスを中心とする施設化魔急速

に進展している。その代表が,以下分析対象とするピレネー

オ リアンタル (PO)県である。

2 PO県 の自然条件と野菜作の展開

本県は,ス ペイン国境に接するフランス本上最南端の県

であって,地中海性気候に属する。野菜や果樹の栽培には

イリゲーションが不可欠である (用水路の建設は中世にさ

かのぼる)。

60年代沫以降,野菜の生産量は着実に伸びており,78年

には全国 8位の実積である。その主要な品目は,サ ラダ菜

(80年 ,全国 1位), トマ ト (5位),ア ルティショ (2

位),セ ロリ (2位),早出 しジャガイモ (7位 )な どで

ある。やはリマレシャージュの面積は減少 しているが (68

年4,500滋 →78年 3,850″ ),施 設化は70年以降,急速に

進んでいる。79年末には施設は530カ に́達し,その作付面

積の内訳は,野菜 1,006カα(主にレタス 455みα, トマト460

滋),花き 17滋 である。すなわち,施設の利用法は,レ タ

ス (冬 )一 トマト(春～初夏)の作付が基本となっている。

3 調査対象経営の構造と労働組織の実態

調査対象経営の概略は表 1の とおりである。これらはい

ずれも,雇用労働力もはいるが ,家族労働力をベースとす

る専業経営である。ここでは,対照的な経営ml(野菜専

作 )と 経営Nα 6(l17菜 果樹複合)の労働組織の実態に,労

働日誌のデータ (80/81年 )を もとに接近する。

(1)経営NQ l――サラダ菜 トマトの専作化

① 露地から施設栽培まで作期を分散させることによっ

て,投下労働時間の平準化が図られる。

② 労働ピークは家族労働力の弾力的な投入によって処

理される。

③ 作業の分担と労働組織の形成。経営主はすべての作

業に参加し,それらを指揮 管理し,更に生産・作業計画

をftuす る。これと対極的な位置にあるが ,臨時雇であっ

て,彼らの作業はサラダ菜の定植・収穫, トマ トの鉢上げ―

移植 定植 培土 仕立て 。誘引 摘志 収穫・調製など,

比較的単純化されたものに限定される。

●溜哨 M6-―野菜と果樹の複合

①  (経営mlょ りも)作物・品目の構成が複雑になり,

労働ピークもより構造的になる。例えば 1月 中旬以降は週

200時間を常時越えている。

② 労働ピークにあわせて,雇用労働力が弾力的に投下
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表 1 調査対象経営の概略

注 1)う ち野菜の間作される面積は,経営No 4-01滋 ,m5-18滋 ,Nl1 6-10滋 である。
2)各種の栽培に生産的に利用された土地面積。
3)厳密に労働時間に換算 した数字ではない。

され,労働組織が大きく変更される。

③ 作業レベルと同時に,作物 レベルでの分担関係も出

現する一―経営主 :果樹 ,妻 :育苗,息子 :ト ラクター運

転と防除,常雇T,Z:花きの収穫 調製 ,等々。

4 労働組織の展開と規模・地力再生産

以上の検討をお、まえながら,労働組織の展開を規模,地

力再生産と関連付けて整序する。

① 一定の労働組織のもつ作業可能量にしたがって,圃場

が分割される。すなわち労働組織の形成の場としての圃場

は,一定規模を有するものでなければならない。

② 技術革新は,専門知織・習熟を要求する複雑労働を

生みだすとともに,定植・収穫 ある種の管理作業のよう

な単純労働をも多く残存させる。これらの作業が規模拡大

に伴い労働ピークを形成し,更にこれが契機となって労働

組織が変更される。また,こ のような労働の分害1は , 一群

の労働者を指揮・管理 し,生産過程を組織する「栽培指揮

者chef de culture」 の役割を明確にする。したがって ,

労働組織は規模拡大に伴い, I=家族労働カー→ Ⅱ:家族

労働力十臨時雇―→Ⅲ:家族労働力+常雇十臨時雇―→Ⅳ

:経営主+栽培指揮者 +常雇十臨時雇,の ような展開が序

グ1付けられる。ここでⅢからⅣへの移行は,家族経営の枠

をこえた労働力の集積を意味している。

③ 労働組織の高度化は,就業機会の恒常化を要求し
,

そのための条件として生産過程のコントロールが不可欠であ

る。この具体的な手段は,施設化であって,根圏について

は地力発現の人為性の強化である。例えば人工培地による

養液栽培 (ト マト,45″ )́の もとに,取締役社長 (PD
G),栽培指揮者 2名 ,常雇 3名 ,臨時雇17名の構成からな

る企業経営が既に出現している。

5 施設野菜作経営の日仏比較の試み

以上の検討から,野菜作経営も労働組織 ,地力再生産 ,

規模の三つの■1面からみていく必要のあることがわかる。

最後に,これらの視点から日仏比較を試み,我が国施設野

菜作経営を性格付けてみたい。

まず,フ ランスにおいては労働組織の 1-→Ⅳの展開が

みられる。これは規模拡大と企業形態の革新のプロセスであ

る (全面雇用依存の経営の成立 )。 また,地力再生産の人

為性の拡大も,労働組織の革新を可能にする点では,特に

■からⅣへの移行に際しては重要である。このような経営

革新を図りつつ,国際競争のなかでコスト削減の努力が払

われているのであるが ,こ こで注意しておくべきことは ,

スペイン モロッコなどからの出稼ぎ労働者と彼 らの低

賃金構造によって多少なりとも上述の経営展開が支えられ

ているということである。

他方,我が国の場合は,専 ら家族経営を主体に,労働組

織もⅡ段階までにとと る(Ⅲ段階は萌芽期に出現 )。 した

がって,規模拡大には限界が出てくる。否,む しろ施設栽

培は,他の作目 地目を経営的に排除する方向で,専作化

が進められてきた (一部の土地の超集約的な利用と全体と

しての土地利用率の低下の同時進行 )。 また,施設化の契

機はいわゆる端境期の高値追求にある。それは一種の商品

の「差別化Jと いえるが,こ こでは施設化によるコス ト上

昇分はその高4●Lに よって吸収すればよいというように,コ

スト意識が極めて稀薄な点が重要である。このようなこと

は,外観の統一と規格の多様化とによる「差別化Jに も共

通する。すなわち,わが国の施設野菜作経営は,石油関連

資材と労働――しかも費用として顕在化しにくい家族労働―

―の濫費的投入に支えられているのである。
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